
議案第６２号 

 

青梅市行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律にもとづく個人番号の利用および特定個

人情報の提供に関する条例等の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

  平成２９年２月２０日 

 

提出者 青梅市長 浜 中 啓 一 

 

（説明） 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律の一部改正に伴い、所要の規定の整備を行いたいので、この条例案を

提出いたします。 

 

 

 

青梅市行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律にもとづく個人番号の利用および特定個

人情報の提供に関する条例等の一部を改正する条例 

（青梅市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律にもとづく個人番号の利用および特定個人情報の提供に関

する条例の一部改正） 

第１条  青梅市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律にもとづく個人番号の利用および特定個人情報の提供

に関する条例（平成２７年条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第１条および第５条第１項中「第１９条第９号」を「第１９条第１０

号」に改める。 

（青梅市特定個人情報の保護に関する青梅市個人情報保護条例の特例に

関する条例の一部改正） 



第２条  青梅市特定個人情報の保護に関する青梅市個人情報保護条例の特

例に関する条例（平成２７年条例第２９号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条第９号中「第２項」の次に「（これらの規定を法第２６条にお

いて準用する場合を含む。）」を加える。 

第１０条第１項第４号および第１１条第１項第４号中「第２８条」を

「第２９条」に改める。 

第１４条第５項中「または」を「もしくは」に改め、「情報提供者」

の次に「または同条第８号に規定する条例事務関係情報照会者もしくは

条例事務関係情報提供者」を、「第２項」の次に「（これらの規定を法

第２６条において準用する場合を含む。）」を加える。 

付 則 

この条例は、平成２９年５月３０日から施行する。 

 



議 案 第 ６ ２ 号 

参 考 資 料 

青梅市行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律にもとづく個人番号の利用および特定個

人情報の提供に関する条例等の一部を改正する条例要綱  

１ 改正の理由  

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成２５年法律第２７号。以下「法」という。）の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行おうとするものである。  

２ 改正する条例および内容  

(1) 青梅市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律にもとづく個人番号の利用および特定個人情報の提供

に関する条例 

引用している法の号ずれに伴う改正（第１条、第５条関係） 

改正後 現  行 

第１９条第１０号 第１９条第９号 

(2) 青梅市特定個人情報の保護に関する青梅市個人情報保護条例の特例

に関する条例  

ア   法の引用部分等の整備 

(ｱ) 「情報提供等記録」の定義に、法第９条第２項の規定にもとづ

き条例で定める事務にかかる情報連携に伴う記録を追加する。（第

２条関係） 

(ｲ) 引用している法の条ずれに伴う改正（第１０条、第１１条関係） 

改正後 現  行 

第２９条 第２８条 

イ  情報提供等記録の訂正があった場合の通知先に、法第９条第２項

の規定にもとづき条例で定める事務にかかる情報照会者および情

報提供者を追加する。（第１４条関係） 

３ 施行期日 

平成２９年５月３０日 
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議案第６２号

参 考 資 料

青梅市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律にもとづく 

個人番号の利用および特定個人情報の提供に関する条例等の一部を改正する条例新旧対照表 

 

○第１条による改正（青梅市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律にもとづく個人番号の利用および特定個人情報の提供に

関する条例（平成27年条例第28号）） 

改正後 現行 備考 

   

（趣旨） （趣旨）  

第１条 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「法」という。）

第９条第２項の規定にもとづく個人番号の利用および法第19条第10号

の規定にもとづく特定個人情報の提供に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

第１条 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「法」という。）

第９条第２項の規定にもとづく個人番号の利用および法第19条第９号

の規定にもとづく特定個人情報の提供に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 

   

（特定個人情報の提供） （特定個人情報の提供）  

第５条 法第19条第10号の条例で定める特定個人情報を提供することが

できる場合は、別表第３の第１欄に掲げる機関が、同表の第３欄に掲

げる機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務を処理するために必要な

同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合において、同

表の第３欄に掲げる機関が当該特定個人情報を提供するときとする。

第５条 法第19条第９号の条例で定める特定個人情報を提供することが

できる場合は、別表第３の第１欄に掲げる機関が、同表の第３欄に掲

げる機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務を処理するために必要な

同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合において、同

表の第３欄に掲げる機関が当該特定個人情報を提供するときとする。

 

２  略 ２  略  

   

 

○第２条による改正（青梅市特定個人情報の保護に関する青梅市個人情報保護条例の特例に関する条例（平成 27年条例第 29 号）） 

改正後 現行 備考 

   

（定義） （定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

 

(１)～（８）略 (１)～（８）略  

(９) 情報提供等記録 法第23条第１項および第２項（これらの規定

を法第26条において準用する場合を含む。）に規定する記録に記録

(９) 情報提供等記録 法第23条第１項および第２項        

                    に規定する記録に記録
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された特定個人情報をいう。 された特定個人情報をいう。 

   

（保有特定個人情報の削除を請求できる者） （保有特定個人情報の削除を請求できる者）  

第10条 何人も、自己を本人とする保有特定個人情報（情報提供等記録

を除く。）が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該保

有特定個人情報を保有する実施機関に対し、当該保有特定個人情報の

削除の請求（以下「削除請求」という。）をすることができる。 

第10条 何人も、自己を本人とする保有特定個人情報（情報提供等記録

を除く。）が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該保

有特定個人情報を保有する実施機関に対し、当該保有特定個人情報の

削除の請求（以下「削除請求」という。）をすることができる。 

 

(１)～(３)略 (１)～(３)略  

(４) 法第29条の規定に違反して作成された特定個人情報ファイルに

記録されているとき。 

(４) 法第28条の規定に違反して作成された特定個人情報ファイルに

記録されているとき。 

 

２ 略 ２ 略  

   

（保有特定個人情報の利用等の中止を請求できる者） （保有特定個人情報の利用等の中止を請求できる者）  

第11条 何人も、自己を本人とする保有特定個人情報（情報提供等記録

を除く。）が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該保

有特定個人情報を保有する実施機関に対し、当該保有特定個人情報の

利用の中止の請求をすることができる。 

第11条 何人も、自己を本人とする保有特定個人情報（情報提供等記録

を除く。）が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該保

有特定個人情報を保有する実施機関に対し、当該保有特定個人情報の

利用の中止の請求をすることができる。 

 

(１)～(３)略 (１)～(３)略  

(４) 法第29条の規定に違反して作成された特定個人情報ファイルに

記録されているとき。 

(４) 法第28条の規定に違反して作成された特定個人情報ファイルに

記録されているとき。 

 

２および３ 略 ２および３ 略  

   

（開示等の実施） （開示等の実施）  

第14条 略 第14条 略  

２～４ 略 ２～４ 略  

５ 実施機関は、情報提供等記録の訂正をした場合において、必要があ

ると認めるときは、総務大臣および法第19条第７号に規定する情報照

会者もしくは情報提供者または同条第８号に規定する条例事務関係情

報照会者もしくは条例事務関係情報提供者（当該訂正にかかる法第23

条第１項および第２項（これらの規定を法第26条において準用する場

合を含む。）に規定する記録に記録された者であって、当該実施機関

以外のものに限る。）に対し、遅滞なく、書面により通知しなければ

ならない。 

５ 実施機関は、情報提供等記録の訂正をした場合において、必要があ

ると認めるときは、総務大臣および法第19条第７号に規定する情報照

会者または  情報提供者                    

                   （当該訂正にかかる法第23

条第１項および第２項                     

      に規定する記録に記録された者であって、当該実施機関

以外のものに限る。）に対し、遅滞なく、書面により通知しなければ

ならない。 
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付 則   

この条例は、平成29年５月30日から施行する。   

   

 


